市町村法令外負担金等の審査及び申請手続等に関する要領
島根県市町村法令外負担金等適正化審議会
１．目　　　的
　　この要領は、市町村法令外負担金等の適正化に関する実施要綱（以下「要綱」という。）に基づき、市町村法令外負担金等の審査の適正、かつ、円滑化を図るための審査基準、申請手続等の細目について定めることを目的とする。
２．審査の基準
　　審査は、要綱に定めるもののほか、次の基準により行うものとする。
  (1) 市町村負担をしないことができる場合
ア．事業内容等から見て、既に設立目的を達成したと認められる団体（解散の勧告をする。）
イ．市町村行政に対する貢献度が極めて小さく、事業効果が乏しいと認められる団体
ウ．関係書類の提出を怠った団体又は事情聴取に応じなかった団体
エ．団体の総会等における記念品、懇親会等の経費（総会等は、極力簡素化を勧告する。）
オ．本来、個人負担とすべき研究、研修経費、懇親会経費等
  (2) 市町村負担を減額し、又は条件を付する場合
ア．決算上前年度繰越金が、その団体の財政運営上からみて多額であると認められる場合
イ．経費の支出内容において、人件費、会議費、研修費等がその団体の事業目的等に照らして多額であると認められる場合
ウ．経費の支出内容等からみて、経費節約の余裕があると認められる場合
エ．国、県、市町村等の負担金等支出団体間で負担割合が均衡を失し、特に市町村の負担金等が多額であると認められる場合
オ．市町村間の負担割合が均衡を失すると認められる場合
カ．負担金等の算定基準が不適当であると認められる場合
  (3) 改善について勧告する場合
ア．団体のうち、二つ以上の類似団体（事業目的等）があって統合して運営することが適当であると認められる場合
イ．団体の個々の事業（業務）が、県又は他の団体において処理することが適当であると認められる場合
ウ．上部団体（組織）への負担金等について、増額の抑制又は減額の必要があると認められる場合
  (4) 前記(1)から(3)に掲げる事由以外で、特に必要と認められる場合は、市町村が負担をせず、又は減額し、若しくは、条件を付し、又は改善を勧告することができる。
  (5) 負担金等の限度額
既存団体の負担金等の限度額は、原則として前年度の額以下とする。
  (6) 特別負担金
既存団体の施設建設費、基金の造成、全国大会・ブロック大会開催経費その他特別な事由による経費で単年度又は複数年度にわたる負担金等（以下「特別負担金等」という。）については、他の負担金等と区別して審査するものとする。
(7) 負担金等の積算基礎数値
各団体間の均衡を図るため、原則として負担金等の積算に用いる数値は、次のとおりとする。
      ・人 口 割　‥‥‥　直近の国勢調査の数値
      ・世帯数割　‥‥‥　同上
      ・面 積 割　‥‥‥　直近の国土地理院発表数値
      ・事業費割（補助金割等を含む。）　‥‥‥　前年度の事業費額（翌年度の見込額等の不確定額の使用は認めないこと。）
・その他の数値　‥‥‥　各団体の採用する数値（当該年度における確定数値）
３．申請手続等
(1) 既存団体の申請手続
　　　既存団体にあっては、毎年度別に定める期日までに、この要領に定める様式に関係書類を添えて申請するものとする。
  (2) 新規団体の申請手続
新規団体にあっても前記(1)と同様とするが、特に関係市町村担当部局等に対する事前協議の後、審議会事務局と協議すること。また、県予算等の関係で期日までに計画等が確定しないものにあっては、事前に審議会事務局と協議すること。
  (3) 決定額の変更申請手続
審議会決定通知後において、市町村別負担金が増額となる市町村がある場合は、関係市町村及び審議会事務局と協議のうえ、変更申請をすること。
  (4) 様式及び添付書類
要綱及び要領による申請書類、審議会決定通知等の様式は、様式第１号から様式第９号までのとおりとし、必要な添付書類等は、それぞれの様式に定めるとおりとする。又、各様式の記入については、別記の様式記入要領により所要事項を記入するものとする。
附　　則
　この要領は、平成６年９月２日から施行し、平成７年度予算に係る市町村法令外負担金等適正化の審議から適用する。
附　　則
　この要領は、平成１３年４月１日から施行する。
附　　則
　この要領は、平成２１年９月１日から施行する。
附　　則
　この要領は、平成２８年１１月２２日から施行する。
附　　則
　この要領は、令和４年８月２３日から施行する。
